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２０２２年春闘要求に対する見解 

 

 

１．賃金等に関すること 

（１）基本賃金を 10,000 円以上引き上げること。特に看護師や保育士など、エッセンシャルワー

カーの賃金については、国の方針通り引き上げを行うこと。（★） 

給与改定にあたっては、国や他都市の状況等も踏まえ、検討を行っていきたいと考えており

ます。 

 

（２）国の 55 歳昇給停止に追随しないこと。（★） 

（７）住居手当等の生活を保障するための手当について、西宮方式を堅持すること。（★） 

55 歳昇給停止や持ち家にかかる住居手当ついては、国や県から厳しい指摘を受けているこ 

とや、近隣他都市において見直しの動きが進んでいることを踏まえると、早急に解決しなけれ

ばならない課題であると認識しております。 

 

（３）給与制度の見直しにあたっては、一部の職員に負担が集中しないようにし、かつ、人件費の

総額については確保すること。（★） 

   給与制度については、上下各級の給料額が大きく重なっている部分があること等の課題があ

り、より職務職責に応じたメリハリのある給与体系となるよう、抜本的な見直しが必要である

と考えております。 

 

（４）定年前の再任用短時間勤務職員制度の新設を控えて、現行の再任用短時間勤務職員の格付け

を主査級にすること。（★） 

   現行の再任用職員については、それまで副主査級としていた格付けを、平成 26 年度よりフ

ルタイム再任用職員に限り主査級の格付けとしたところです。 

   今後、定年延長に伴い定年前再任用短時間勤務制度が導入されるとともに、定年引上げ完了

までの間は現行の再任用職員制度が経過措置的に存続する予定であり、定年延長に向けた制度

全体の検討において、再任用職員制度についても検討する必要があると考えております。 

 

 （５）再任用職員に扶養手当や住居手当などの諸手当を支給すること。また、一時金の支給月数

を現役世代と同一にすること（★） 

   再任用職員にかかる扶養手当や住居手当などの諸手当や期末勤勉手当の支給月数について

は、他都市においても国と同様の取扱いとしており、本市が独自に国と異なる取扱いとする考

えはありません。 

   

（９）チーム長手当を創設すること。（★） 

  西宮市処務規則により、チーム長は、これまでもチームの事務の状況を確認し、その事務が

円滑に進むよう努める、いわば「チームの事務の取りまとめを行う職員」として規定されてお

り、係長とは異なりチームに配置された職員を指揮監督する権限や専決権は与えられておりま
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せん。 

また、改正地方公務員法の趣旨に基づき、「職務給」の原則をより徹底するため、平成 29 年

度からは、８級制となる新たな給料表を導入し、係長の職責をこれまで以上に明確化したこと

にあわせて、処務規則を改正し、チームの事務は必ずいずれかの係長が所掌することとし、起

案文書は係長を経るものとするなど、チーム長と、管理職としての係長との役割の違い及び指

揮監督関係を明確化しております。 

 

（11）管理職が管理監督業務ではなく、災害対応等で超過勤務をした場合は、超勤手当を支給す

ること。（★） 

  平成 26 年度の人事院勧告において、管理職が災害への対処等のため、やむを得ず要勤務日

の深夜に及ぶ長時間の勤務を行っている実態が見られることを踏まえ、要勤務日の午前 0時以

降の深夜に勤務した場合にも管理職員特別勤務手当を支給することが示され、本市も国に準じ、

平成 27年 4 月 1日に制度改正を実施しました。 

 

（12）技術職において、資格がなければできない業務に従事している職員については、技術手当

（仮称）を支給すること。（★） 

  職員に支給できる手当については、地方自治法において限定列挙されており、これらの他に

手当を設けることはできません。 

  また、「資格がなければできない業務に従事している職員に支給する」との趣旨に適う既存

の手当制度はございません。 

 

２．労働条件、労働環境の改善に関すること 

（１）超過勤務の上限規制が遵守できる正規職員配置を行うこと。次年度に上限規制に違反する恐

れがある場合、業務量に見合った人員配置や具体的な業務改善策を講じること。また、繁忙期

のある部署については、応援職員を積極的に活用すること。（★） 

長時間に及ぶ超過勤務は、健康障害を引き起こす恐れが大きく、健康管理上、問題があると考え

ております。そのため、１か月の超過勤務時間が８０時間を超える職員、並びに２か月から６か月

間の複数月における１か月平均超過勤務時間が８０時間を超える職員に対しては、産業医による面

接指導等を実施するなどして、職員の健康管理の対策に取り組んでいるところです。 

また、国において人事院規則が改正され、超過勤務命令の上限時間が定められたことを踏まえ、

本市におきましても職員の健康を確保し、超過勤務縮減の取り組みをより実効性のあるものとする

ため、西宮市職員の勤務時間その他勤務条件に関する条例施行規則について、超過勤務命令の上限

規制を盛り込んだ規則改正を令和２年４月１付で行ったところです。 

引き続き事務の効率化をはじめ、業務の見直し等を行うとともに、超過勤務に対する認識、休暇

取得に対する意識を改めることにより、組織全体として職員が働きやすい環境の整備に努めること

で、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指してまいります。 

新型コロナウイルス感染症への対応等で繁忙が生じた部署については、兼務等を活用するなどし

て柔軟な人事配置を行ってきたところです。各課において年間を通じた業務繁閑の見える化を行い、

組織内で業務の平準化や柔軟な人事配置等について検討を進め、長時間の超過勤務縮減に取り組ん

でまいります。 
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（３）休暇制度等をつぎのとおり改善すること 

  ④積立休暇の取得について、配偶者、２親等内の親族または扶養親族の介護の場合、介護が必

要かどうかは医師の診断書だけでなく要介護認定でも確認可能とすること。また、その場合、

通院介助について本人の傷病の場合と同様の取得要件とすること。（★） 

積立休暇を介護要件として取得する場合は、短期介護休暇の取得要件と同じく、医師の証明を必

要としております。今後、要介護認定での申請も含め、介護を理由とした休暇取得を必要とする職

員が利用しやすいよう提出書類の見直しを進めてまいります。 

 

（５）シフト制職場において再任用職員が週 4 日勤務など短時間勤務を選択できる体制を構築し、

代替職員を配置すること。（★） 

再任用職員は定年前の常勤職員と同様の本格的な職務に従事することから、その任用にあたって

は従前の勤務実績等に基づき選考を行い、配置しているところです。 

一方、任用期間が５年間あることや、フルタイム勤務、短時間勤務など職員の希望する勤務形

態は様々であることから、その配置についても柔軟に対応してまいりました。今後は定年延長制

度が導入される予定であり、６０歳を超えた職員の働き方に等について貴組合と協議してまいり

たいと考えております。 

現在、公立保育所では、再任用職員がフルタイム勤務や短時間勤務を選択できる状況にあ

りますが、短時間勤務を選択したとしても、代替職員の配置はしておらず、再任用職員が短

時間勤務を選びづらい状況にあります。特にシフト制職場においては、このような体制が現

場の負担にも繋がることから、今後、体制整備の研究に努めてまいります。 

 

（６）特に保育所と中央病院において、働き続けられる職場となるよう、人員の増など早急に労働

環境を整備すること。（★） 

保育士の人員体制につきましては、正規職員は定数に合った配置をしておりますが、会計年

度任用職員は、昨今の保育士不足により確保が困難な状況となっております。そのため、平成

30 年度より、定数を越えて正規職員を配置しており、令和２年度は、正規職員をさらに１名増

員しております。 

会計年度任用職員の確保につきましては、令和２年度の制度移行に伴い旧臨時保育士をフル

タイム化し、退職金及び月額制を導入するなど、大幅な処遇改善を行いました。 

今後も保育士の採用や処遇改善を図り、現場の意見を反映した労働環境の整備に努めてまい

ります。 

中央病院では、新型コロナウイルス感染症の影響から、令和３年５月に病棟を再編しその対

応を行ってきました。現在、病棟は５月再編前の状態に戻っておりますが、会計年度任用職員

を含めた看護師の配置に不足があることから、一部の病棟で稼働病床数を制限しているところ

です。病院機能の維持の観点からも、引き続き看護師の確保に注力してまいります。 

今後とも県立西宮病院との統合新病院の開院を視野に入れつつ、職員の労働環境の改善に努

めてまいります。 

 

（９）管理職に研修を行うなどして、メンタルヘルス対策を強化すること。また、再発防止のため、
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受け入れ職場の職員に対して、受け入れのための研修や適切な情報提供を行うこと。（★） 

人は組織にとって最大の資産であり、職員が病気等で業務ができないことは、大きな損失である

と考えております。メンタルヘルス対策については、職員自身がストレスや心の健康について理解

し、自らのストレスを予防、軽減、対処するためのセルフケア研修、職員に対する相談や心の健康

問題を持つ職員への対応等を行っていくための管理監督者や受け入れ職場の職員を対象としたラ

インケア研修、並びに職員自らが相談を受けられるよう、プライバシーの観点に配慮して実施して

いる産業カウンセラーによるカウンセリングなど早期発見・早期対応に重点を置いた取り組みを進

めております。 

また、メンタルヘルス不全による休職者の職場復帰支援につきましても、専門の産業医や保健ス

タッフによる取り組みの強化を図っており、国が策定した「心の健康問題により休職した労働者の

職場復帰支援の手引き」を参考にした本市独自の職場復帰支援の手引きについても引き続き整備を

進めてまいります。 

また、試し出勤制度の周知を図り、休職者が円滑に職場復帰できるよう、安全衛生委員会や貴組

合のご意見もお伺いしながら、取り組みを進めてまいりたいと考えております。 

 

 

（13）管理職の議会対応について、議員からの急な呼出しや照会などで多くの時間を費やしており、

管理職の長時間残業の原因の一つになっている。また、通常業務においても課長の繁忙により

決裁が遅れるなど係長以下の業務にも影響が出ていることから、議会対応に係る業務整理を実

施することで、働き方改革を行い管理職の女性登用の促進に繋げること。（★） 

業務の効率化や課長級以上の管理職員の負担軽減に向け、市議会とも協議し、質問の趣旨等の確

認や意見交換等のための機会・時間を十分に確保することなどのほか、市内部においては、質問等

にかかる答弁調整の効率化を図るなどの取り組みを進めてまいりました。 

今後も職員が管理職になることを躊躇することがないような職場環境の整備に努めてまいりま

す。 

 

（14）兼業（副業）の基準や取扱いを明確化すること。（★） 

公務員が報酬を得て公益性の高い兼業を行うことにつきましては、国では国家公務員の公的機関

や非営利団体等における活動を推進するため、兼業に関する許可基準を明確にし、また、一部の自

治体においても、副業推進のため独自の許可基準を設ける取り組みを行っております。 

本市では、報酬を得て事業又は事務に従事して収入を得る場合、個別に事情を聞いた上で兼業を

許可しております。兼業には、講師謝礼や不動産賃貸収入など様々な事例があることから、個別に

判断していますが、今後、人事院規則を参考にしながら、兼業の基準や目安等の作成を検討してま

いります。 

 

（15）DX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進させ、業務の効率化と在宅勤務を活用し

た柔軟な働き方を促進すること。DX の取り組みにあたっては関係する部署の意見を事前に集

約し、必要な機能を実装すると共にテスト環境を設けて追加・修正をする機会を与えるなど、

真に業務の効率化に繋げるための必要な工程を踏むこと。（★） 

   本市のＤＸ推進においては、今年度より「西宮市ＤＸ推進指針」に基づき作業部会や検討チ
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ームを組織し、課題の洗い出しや解決策の検討、実証実験によるスモールスタートなどを進め

ているところです。こうした課題解決型プロセスの実施により、業務効率化や在宅勤務等の柔

軟な働き方を含め、指針に掲げるビジョンの実現に取り組んでまいります。 

また、職員の意見集約については、今年度にグループウェア更新に関する職員アンケートを

実施したところですが、ＤＸ全般の取り組みについて職員の意見を広く汲み取る仕組みを構築

することで、現場の課題解決に資するデジタル化を推進いたします。 

 

３．職場環境の改善に関すること 

（１）夏・冬の空調については、繁忙期等の理由により業務命令で超勤を行っていることから、運

転時間延長の申請制度を設けて運転時間の延長を行うこと（★） 

   空調運転時間延長の申請制度につきましては、本庁舎や第二庁舎の空調設備は大部分が中央

方式のため、執務室の一部だけを対象に運転することは、効率が悪くなり対応することは困難

です。運転時間に関しましては、一昨年度から運転開始、停止をともに１時間ずつ延長すると

ともに、その他設定温度などでも柔軟な運用を図るなど、可能な範囲で環境改善に努めている

ところです。 

今後も職場の意見を聞きながら、職場環境の改善に効果的な対応策について検討していくと

ともに、超過勤務縮減の取組みを進めてまいります。 

 

（２）2021 年度に第二庁舎も完成し、本庁舎との職場環境に大きな差が生じます。本庁周辺整備計

画によれば、本庁舎を今後３０年程度使用することになっていることから、第二庁舎と同等な

職場環境の改善を求めます。その他施設の職場環境の改善も求めます。 

 ④本庁１・２階職場については、空調による温度調節では限界があるため、なんらかの対策を

講じること。（★） 

   本庁１・２階職場の空調につきましては、出入口と執務室が近いため室温の変化が大きくな

っています。建築基準法・消防法の避難経路でもある出入口の変更や閉鎖をすることは建物の

構造上の問題により困難であるため、袖壁の延長や折返しを袖壁に追加しましたほか、空調温

度の設定を大幅に変更するなど、柔軟な運用を行っており、可能な範囲で環境改善に努めてき

たところです。今後も、職場の意見を聞きながら、職場環境の改善に効果的な対応策について

検討してまいります。 

   

（４）職員数に対する執務スペースが足りない職場は早急に改善すること。（★） 

   執務スペースの問題に関しましては、令和３年度の各執務室移転の際にこども支援局や健康

福祉局等で一定の解決を図りました。 

 

４．組織・人員等に関すること 

（２）人事評価の見直しを行うにあたっては、組織目標や評価基準を明確化するとともに、人事評

価の結果を人事異動や事務分担に活用し、業務の適切な執行と人材育成に役立つものにするこ

と。（★） 

平成２８年度より実施している人事評価は、人材育成や処遇等に反映することが義務付けられた

ものですが、この制度の目的は業務上の目標を組織で共有し、問題解決に向けての取り組みやその
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成果を客観的に評価することによって、業務への意欲や能力向上を図るというものです。これまで

の運用を踏まえ、令和４年度からの人事評価制度の見直しを実施する予定ですが、新たな制度の実

施にあたっては、研修を実施するとともにマニュアルを充実させ、より公平性、納得性の高い制度

となるよう努めてまいります。また、評価結果等を人事異動の重要な資料として活用し、人材育成

につながるよう努めてまいります。 

 

（３）昇任判断基準を明確化し公平性、公正性、透明性、納得性を確保すること。（★） 

職員の昇任につきましては、職員の能力や職務に対する意欲、勤務状況、年齢などを踏まえ、人

事評価も参考にしながら総合的に昇任の判断を行っているところです。今後も人事ヒアリング等の

場を通じて、職員一人ひとりの能力や意欲を把握し、適材適所の配置に努めてまいります。 

 

（４）医療職など、少人数の職種においても、自己申告書を実施し、適切なジョブローテーション

を行うこと。（★） 

自己申告制度の趣旨は、定期の人事異動の重要な資料として活用することだけでなく、職員一人

ひとりの個性や考え方等について理解し、その能力を一層活用し開発することによって、組織の活

性化と住民サービスの向上を図ることでもあります。 

現在の対象者は、事務職、技術職、保育職の一部としておりますが、上司による指導や育成、上

司と部下のコミュニケーションを図るという観点からも、適用職種の拡大については継続して研究

してまいります。 

 

（５）定年退職者は、正規職員で補充すること。慢性的な人員不足職場においては、人員増を行う

こと。技能労務職については、採用を継続し、直営を維持すること。また、採用が停止されて

いる職場については、採用を再開すること。保育士については、児童数に見合った正規職員を

配置すること。（★） 

  職員数について、事業の進捗に伴い縮小する業務については、事務執行体制の見直しによる減員

を行うとともに、新規事業や法令等の改正などにより業務が増加する事業については、適正な職員

の配置の見直しを行った上で、必要な部署に必要な人員を配置することが重要と考えております。 

今後も、退職者の補充にあたっては、組織力を確保しながら市民サービスの低下を防ぐという視

点、また、職員の年齢構成が歪にならないよう平準化するという観点にも立った職員採用を行う必

要があると考えており、そのような中で会計年度任用職員等の活用も検討しながら、必要な人員を

補充してまいりたいと考えております。 

技能労務職員の採用については、平成２９年度に策定した当該職員が従事する業務全般のあり方

についての方針に基づき、退職者の状況等を見ながら採用試験を実施しているところです。今後も

継続して安定した質の高いサービスを提供する責務を負っているという基本的な観点に立ち、各事

業のあり方について慎重に判断してまいります。 

保育士の配置については、定数に見合った正規職員の配置をしておりますが、原則として育

児休業等による長期休業については、会計年度任用職員での対応をしております。正規保育士

の育児休業取得者は、年平均で 30名程度になることから、平成 30 年度は２名、令和元年度は

４名、令和２年度は１名増員しており、引き続き、正規職員の採用に努め、適正な人員構成に

努めてまいります。 
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（６）保育所の副保育所長をフリーから外し、管理職としての業務を行えるよう体制を整備するこ

と。（★） 

   現在、公立保育所では、家庭支援が必要な家庭等が増加していることや、保育士確保が困難

な状況等もあることから、副保育所長がフリー保育士として対応している機会が増えておりま

す。 

   そのため、積極的な広報活動等による保育士確保に努めるとともに、家庭支援加配保育士を

配置するなど、保育士の負担軽減に努めております。このような取り組みが、副保育所長がフ

リー保育士として対応する機会の減少に繋がり、管理職としての業務を行える時間の確保にも

繋がることから、引き続き、取り組みを進め、保育所の労働環境改善に努めてまいります。 

 

（７）年度途中での保育士の確保が困難であることから、4月時点で余裕を持った職員採用を行う

こと。（★） 

   会計年度任用職員の配置については、配置要因が発生していることが配置の前提条件となる

ため、要因がない段階での配置は困難ではございますが、年度途中であっても人員確保が出来

るよう、処遇改善や労働条件の整備強化に努めてまいります。 

 

（９）育児休業中の職員の代替を正規職員で行うために、長期的な配置計画を明らかにすること。

計画を作成するうえで、保育士・保健師・技師・司書など会計年度任用職員では人材が確保で

きない専門職については早急に配置する計画とすること。また、育児休業中の職員を定数の外

におく職員定数条例を再提案すること。（★） 

育児休業中の職員の代替職員については、原則として会計年度任用職員を配置することとしてい

るところですが、正規職員に比べ会計年度任用職員が担える業務には限界があること、一つの所属

で複数の育児休業を取得する職員がいる職場が増加していること、保育所や病院、保健所など専門

職の女性比率が高い職場では、育児休業を取得しようとする職員が気を遣わざるを得ないことなど

により、仕事と子育ての両立支援が困難な職場が生じていることから、対策をとる必要があると認

識しております。育児休業中の職員の代替として正規職員の配置ができるよう育児休業者を職員定

数から除外する職員定数条例改正案を平成 30 年 12 月定例会に上程しましたが、賛成少数により否

決されたところです。 

そのため、令和４年度からは一部の職場において、新たに育休代替の会計年度任用職員Ａを任用

することとしており、この運用実績を見ながら、育休代替職員の配置のあり方について検討を進め

てまいります。 

 

（10）心の健康を害して休職している職員や休職から復帰直後の職員がいる職場については、会計

年度任用職員を一緒に配置するなど、適切なフォロー体制を整えること。（★） 

メンタルヘルス不全に陥る要因としては、業務に適応できないことの他、家庭における問題など

も、複合的に原因となっているケースが多くみられます。そのため、セルフケア研修やラインケア

研修、産業医や産業カウンセラーとの面談等を実施するなど、様々な形でアプローチを行っている

ところです。 

今後も、職員一人ひとりに寄り添う形でのフォローを意識し、職員が復職した後においても、再
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発防止に向けて関わりを持つよう配慮するとともに、職場における業務体制についても所管課と協

議してまいります。 

 

７．西宮市で働く全ての労働者の権利の拡大に関すること 

（１）「西宮市公契約条例」を制定すること（★） 

   令和３年 11 月９日、令和３年度第２回勤労福祉審議会にて、他自治体の公契約条例を取り

巻く状況、市契約を取り巻く状況について、ご報告し、いただいたご意見を元に、本市内部で

検証・検討しているところです。 

   令和４年度中に、公契約について、条例を制定するのか、要綱で対応するかなど、先行自治

体の取り組み状況や公契約条例に関する調査結果等を分析し、どのような方法が効果的かを検

討した上で、一定の方向性をお示しできるよう、検討を進めてまいります。 


